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全国健康保険協会管掌健康保険 
被保険者に対する特定保健指導業務委託実施要領 
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本文中では特に注釈がない限り、以下の略称を用いている。 

・高確法…高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80号） 

・協会…全国健康保険協会 

・協会支部…全国健康保険協会支部 

・協会規程…全国健康保険協会で定められている各規程 

・協会保健師等…全国健康保険協会支部の常勤保健師、保健指導保健師、管理栄養士 

・対象者…協会支部が特定保健指導を受託機関に委託する対象者 

・実施基準…特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成 19 年厚生労働省令第 157 号） 

・標準プログラム…標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】 

・手引き…特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第 3.2 版）2021 年 2月 

・動機付け支援相当…2年連続して積極的支援に該当した者への 2年目の特定保健指導の弾力化 

・モデル実施…積極的支援対象者に対する柔軟な運用による特定保健指導のモデル実施 

・遠隔保健指導…情報通信技術を活用して実施する特定保健指導 

・遠隔保健指導実施通知…情報通信技術を活用した特定保健指導の実施について 

（令和３年２月１日健発 0201 第 11 号、保発 0201 第６号) 

・遠隔保健指導実施手引き…特定保健指導における情報通信技術を活用した指導の実施の手引き 

・事業者健診…労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に規定される定期健康診断 

・受託機関…協会支部より特定保健指導業務を受託した保健指導実施機関等 

・支援 A…手引き 2-5 図表 11 で定められた内容 

・支援 B…手引き 2-5 図表 11 で定められた内容 

・報奨金…特定保健指導の実績に対する報奨金 

 

公募用 
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被保険者に対する特定保健指導業務委託実施要領 

 

１ 目的 

本要領は、被保険者に対する特定保健指導業務を委託するにあたって、委託業務

の内容及び遵守すべき事項等を示すことにより、受託機関が委託業務を適切に実施

することを目的とする。 

 

２ 受託要件 

(1) 受託機関は、次の要件をすべて満たしている者とする。 

ア 「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第１６条第１項の規定

に基づき厚生労働大臣が定める者」（平成２５年厚生労働省告示第９２号）第

２「特定保健指導の外部委託に関する基準」を満たしていること。 

また、業務の一部を他の実施機関に委託する場合には、ホームページ上の「運

営についての重要事項に関する規程の概要」に、再委託の範囲及び委託先等を

明示するとともに、「手引き」の『特定保健指導における元請け・下請けの定

義』の範囲内（＝継続支援の一部）とすること。 

イ 高確法及びその他関係法令を遵守し、「手引き」、「標準プログラム」に則って

特定保健指導を実施できること。 

ウ 「政府機関・地方公共団体等における業務での LINE 利用状況調査を踏まえ

た今後の LINE サービス等の利用の際の考え方（ガイドライン）」（内閣官房・

個人情報保護委員会・金融庁・総務省）を遵守すること。 

エ 遠隔保健指導を実施する場合は、「遠隔保健指導実施通知」及び「遠隔保健指

導実施手引き」に則って実施できること。 

オ 契約締結日から起算して、前２年以内に手形交換所による取引停止処分を受

けていないこと又は前６ヶ月以内に手形若しくは小切手の不渡り事故を出し

ていないこと。 

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）上の更生手続開始の申立てをした

者にあっては、契約締結日までに同法に基づく裁判所による更生手続開始決定

がなされていること。 

キ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）上の再生手続開始の申立てをした

者にあっては、契約締結日までに同法に基づく裁判所による再生手続開始決定

がなされていること。 

ク 社会保険に関する実績が良好であること。 

ケ 特定保健指導については、厚生労働省の定める電子的標準様式に基づく電子

データとして支部が指定する仕様に従って作成し、電子データを格納したファ

イルを収録した電子媒体（ＣＤ－Ｒ）によって提出できること。 

コ 個人情報の管理は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）

等関連法令のほか、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」等の遵守を徹底していること。 

サ 保健指導機関番号を取得していること。ただし、自社の従業員にのみ実施す

る場合はこの限りではない。 

(2) 受託機関は、本要領に定める業務に係る利用者本人の自己負担を求めないこと。 

 

３ 対象者 

対象者は、次の(1)又は(2)に該当する者のうち、協会支部が決定した者とする。 

(1) 生活習慣病予防健診を受診した４０歳以上７５歳未満(７５歳の誕生日前日ま
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での者）の被保険者であって､当該健診結果データを階層化した結果、積極的支

援又は動機付け支援に該当した者。 

(2) 協会加入期間中に事業者健診を受診した４０歳以上７５歳未満（７５歳の誕生

日前日までの者）の被保険者であって、当該健診結果データを階層化した結果､

積極的支援又は動機付け支援に該当した者。 

※ 実績評価を実施するまでに７５歳になる者又は実績評価を実施するまでに資

格期間が満了となる任意継続被保険者は対象者から除外する 

※ 生活習慣病予防健診又は事業者健診受診後翌月末を経過した者で既に協会保

健師等または他の保健指導機関から同健診に基づいた特定保健指導を受けてい

る者は対象者から除外する 

 

４ 受託業務の内容 

受託機関に委託する業務は、次の(1)から(3)とする。 

(1) 特定保健指導 

高確法第１８条第１項に規定する特定保健指導を実施する業務。 

なお、業務の実施に当たっては、「実施基準」「手引き」及び「標準プログラム」

等に則って実施すること。 

(2) 階層化 

(1)の業務を実施するため、「実施基準」及び「手引き」に則って、対象者の階

層化及び動機付け支援相当の要件に該当しているかの判定を行う業務。 

※ 詳細については、「全国健康保険協会保健指導レベル（階層化）について」の

判定条件を参考にすること。 

(3) 付随業務 

(1)及び(2)の業務に付随する利用勧奨、報告、管理等、必要な業務。 

なお、健診当日に特定保健指導を実施する健診実施機関においては、健診申込時

や問診票送付時等の機会を活用し、当日の特定保健指導の利用勧奨を行うこと。 

※ 平成 30 年３月 31 日以前に実施された健診の結果に基づく特定保健指導は、平成

30 年４月改正前の実施基準等に則って実施すること。 

※ 「モデル実施」に関する業務は委託しない。 

 

 

５ 業務手順 

受託機関は、対象者本人の同意を得たうえで特定保健指導を実施すること。 

なお、特定保健指導業務の一部を再委託により実施する場合についても、本人の

同意を得ること。 

遠隔保健指導を実施する場合については、「６ 遠隔保健指導を実施する場合の

手順」に従い実施すること。 

(1) 事前準備 

ア 業務を適正に実施できる体制を確認する 

イ 支援メニューを協会支部と調整する 

ウ 企画、運営、その他事務について協会支部と調整する 

エ 一部の業務を再委託する場合には、施設内にその旨を表示し周知すること 

(2) 階層化 

「実施基準」に基づき対象者の階層化を行う。なお、積極的支援に該当した対

象者については、動機付け支援相当の要件に該当しているかの判定を行うこと。 

※ 詳細については、「全国健康保険協会保健指導レベル（階層化）について」の
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判定条件を参考にすること 

(3) 利用勧奨 

(2)の階層化の結果、特定保健指導の対象となった者に対し、利用勧奨を実施

する。 

※ 文書送付による利用勧奨において、信書に当たる文書を送付する場合には、

郵送等により実施すること 

※ 送付先誤りや他者の通知の混入等の個人情報の漏洩に繋がる事象が発生し

ていることから、階層化通知等を送付する際は、宛先や同封物を複数人で確認

する等、事故防止に向けた取組を行うこと。 

(4) 実施時の体制及び確認事項 

ア プライバシーが十分保護された支援場所を確保する 

イ 特定保健指導の実施について対象者本人より同意を得る 

ウ 資格確認 

エ 協会支部から受託した対象者であることを確認する（協会保健師等や他の機

関から既に特定保健指導を受けていないかの確認を含む） 

※ 実施にあたっては、対象者本人に氏名をフルネームで名乗ってもらう等によ

り、確実な本人確認を行うこと。 

 

(5) 特定保健指導 

※ 平成 30 年３月 31 日以前に実施された健診の結果に基づく特定保健指導は、以

下の記載に依らず、平成 30 年４月改正前の実施基準等に則って実施すること。 

※ 動機付け支援相当の要件に該当する対象者については、積極的支援ではなく、

動機付け支援相当の支援を実施すること。 

＜動機付け支援又は動機付け支援相当＞ 

ア 初回面談 

１人当たり２０分以上の個別支援または１グループ（１グループはおおむ

ね８名以下）当たりおおむね８０分以上のグループ支援とする。 

イ 実績評価 

初回面談（初回面談を分割して実施する場合は、初回面談２回目）から３

ヶ月以上経過後に､体重・腹囲等の測定を行い､行動変容の状況等を踏まえた

実績評価を実施する。 

実績評価は、面談または通信等（電子メール、電話、FAX、手紙等）を利用

して実施する。通信等を利用する場合は、受託機関から利用者への一方向で

はなく、双方向のやり取りを行い、評価に必要な情報を得ること。 

なお、利用者から評価結果を得られないために実績評価が完了できない場

合は、利用者への２回以上の催促等の実施記録をもって代えられることとす

る。 

＜積極的支援＞ 

ア 初回面談 

１人当たり２０分以上の個別支援１回または１グループ（１グループはお

おむね８名以下）当たりおおむね８０分以上のグループ支援とする。 

イ ３ヶ月以上の継続的な支援 

支援Ａのみで１８０ポイント以上、又は支援Ａ（最低１６０ポイント以上）

と支援Ｂの合計で１８０ポイント以上の支援を実施する。 

なお、ポイント算定要件等は、「手引き」等に則ること。 

ウ 実績評価 



 

5 
 

初回面談（初回面談を分割して実施する場合は、初回面談２回目）から３

ヶ月以上経過後に、体重・腹囲等の測定を行い、行動変容の状況等を踏まえ

た実績評価を実施する。 

実績評価は、面談または通信等（電子メール、電話、FAX、手紙等）を利用

して実施する。通信等を利用する場合は、受託機関から利用者への一方向で

はなく、双方向のやり取りを行い、評価に必要な情報を得ること。また、継

続的支援の最終回と一体的に実施しても構わない。 

その際、受託機関が、利用者から評価結果を得られないために実績評価が

完了できない場合は、利用者への２回以上の催促等の実施記録をもって代え

られることとする。 

エ 途中終了（脱落・資格喪失等）の取扱い  

受託機関は、特定保健指導を中断している者（実施予定日に利用がなく、

代替日の設定がない、あるいは代替日も欠席するなどの状態で最終利用日か

ら２ヶ月を経過した者）に対して、再び特定保健指導を利用するよう勧奨し、

２回以上勧奨しても連絡が取れない場合は、脱落者として認定し、協会支部

へ報告する。 

(6) 記録の作成 

「11 記録の作成（保管）及び提出」のとおり作成する。 

(7) 請求 

「12 請求」のとおり請求する。 

(8) 実施状況の管理、報告 

「13 実施状況の管理、報告」のとおり取り扱う。 

 

６ 遠隔保健指導を実施する場合の手順 

受託機関は、対象者が遠隔保健指導の利用方法や特徴を理解し、特定保健指導に

ついて本人の同意を得たうえで実施するものとする。 

なお、特定保健指導業務の一部を再委託により実施する場合についても、本人の

同意を得ることとする。 

(1) 事前準備 

ア 業務を適正に実施できる体制を確認する。 

イ 支援メニューを協会支部と調整する。 

ウ 企画、運営、環境、その他事務について協会支部と調整する。 

エ 一部の業務を再委託する場合には、施設内にその旨を表示し周知すること。 

(2) 実施時の体制及び確認事項 

ア 直接会って行う面談と同様の質が確保される機器や場所等を確保する。      

イ 直接会って行う面談と同一の資料を共有できるよう必要な資料や教材等を

用意する。 

ウ 受託機関が実施の際、商品等の勧誘・販売等及び特定保健指導を行う地位を

利用した不当な推奨・販売等は行ってはならない。 

エ 遠隔保健指導を行うために、対象者が機器等を購入することがないよう対応

すること。 

オ 機器の使用等を補助する者が必要な場合、協会支部と協議の上、実施会場に

配置することができる。ただし、保健指導の内容等の個人情報が保護されるよ

う、十分に配慮すること。 

カ プライバシーが十分保護された支援場所を確保する。 

キ 対象者本人に対し、特定保健指導の始期と終期が明示され、始期について了
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解を得ること。 

ク 資格確認及び氏名・生年月日による本人確認を行う。 

ケ 協会支部から受託した対象者であることを確認する。（協会保健師等や他の

機関から既に特定保健指導を受けていないかの確認を含む） 

※ 実施にあたっては、対象者本人に氏名をフルネームで名乗ってもらう等によ

り、確実な本人確認を行うこと。 

 

(3) 特定保健指導 

※ 平成 30 年３月 31 日以前に実施された健診の結果に基づく特定保健指導は、以

下の記載に依らず、平成 30 年４月改正前の実施基準等に則って実施すること。 

※ 動機付け支援相当の要件に該当する対象者については、積極的支援ではなく、

動機付け支援相当の支援を実施すること。 

 

＜動機付け支援又は動機付け支援相当＞ 

ア 初回面談 

個別支援１回（おおむね３０分以上）又はグループ支援（おおむね８名以

下）１回（おおむね９０分以上）とする。 

イ 実績評価 

初回面談から３ヶ月以上経過後に、体重・腹囲等の測定を行い、行動変容

の状況等を踏まえた実績評価を実施する。 

実績評価は、面談または通信等（電子メール、電話、FAX、手紙等）を利用

して実施する。遠隔面談で実施した場合は、対面で行ったものとして取扱う。

通信等を利用する場合は、受託機関から利用者への一方方向ではなく、双方

向のやり取りを行い、評価に必要な情報を得ること。 

その際、受託機関が、利用者から評価結果を得られないために実績評価が

完了できない場合は、利用者への２回以上の催促等の実施記録をもって代え

られることとする。 

＜積極的支援＞ 

ア 初回面談 

個別支援１回（おおむね３０分以上）又はグループ支援（おおむね８名以

下）１回（おおむね９０分以上）とする。 

イ ３ヶ月以上の継続的な支援 

支援Ａのみで１８０ポイント以上、又は支援Ａ（最低１６０ポイント以上）

と支援Ｂの合計で１８０ポイント以上の支援を実施する。なお、ポイント算

定要件等は、「手引き」等に則ること。 

ウ 実績評価 

初回面談から３ヶ月以上経過後に、体重・腹囲等の測定を行い、行動変容

の状況等を踏まえた実績評価を実施する。 

実績評価は、面談または通信等（電子メール、電話、FAX、手紙等）を利用

して実施する。遠隔面談で実施した場合は、対面で行ったものとして取扱う。

通信等を利用する場合は、受託機関から利用者への一方向ではなく、双方向

のやり取りを行い、評価に必要な情報を得ること。また、継続的支援の最終

回と一体のものとして実施しても構わない。 

その際、受託機関が、利用者から評価結果を得られないために実績評価が

完了できない場合は、利用者への２回以上の催促等の実施記録をもって代え

られることとする。 
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エ 途中終了（脱落・資格喪失等）の取扱い 

受託機関は、特定保健指導を中断している者（実施予定日に利用がなく、

代替日の設定がない、あるいは代替日も欠席するなどの状態で最終利用日か

ら２ヶ月を経過した者）に対して、利用者が再び特定保健指導を利用するよ

うに勧奨し、２回以上勧奨しても連絡が取れない場合は、脱落者として認定

し、協会支部へ報告する。 

(4) 記録の作成 

「11 記録の作成（保管）及び提出」のとおり作成する。 

(5) 請求 

「12 請求」のとおり作成する。 

(6) 実施状況の管理、報告 

「13 実施状況の管理、報告」のとおり取り扱うこととする。 

 

７ 期間 

委託期間については、契約締結日から令和６年３月３１日までとする。 

なお、契約期間内に、初回面談を実施した対象者に限り、特定保健指導が終了（実

績評価を行う完了のみならず、脱落や資格喪失による途中終了も含む。）する日ま

でを委託期間とすることができるものとする。 

また、あらかじめ契約の自動更新に関して必要な条項を記載した契約書を取り交

わしている場合は、契約終了の時から契約期間を１箇年として、自動的に契約を更

新することができることとする。 

 

８ 費用及び支払方法 

協会支部が受託機関に支払う委託料単価の上限は、次のとおりとする。 

(1) 動機付け支援及び動機付け支援相当 

初回面談を次の①～③の方法により実施する受託機関については、１件当たり

１２，２００円(税抜)を上限とする。ただし、対面による初回面談を分割して行

うなど、①～③以外の方法で実施する場合は、１件当たり１０，０００円 (税抜)

を上限とする。 

①健診当日に実施する。 

②健診日の翌日以降に、事業所等への訪問により実施する。 

③遠隔面談により実施する。 

支払方法は、初回面談終了後に委託料単価の 8/10 を支払い、残る 2/10 は実績

評価終了後に支払う。 

(2) 積極的支援 

初回面談を次の①～③の方法により実施する受託機関については、１件当たり

２８，３００円(税抜)を上限とする。ただし、対面による初回面談を分割して行

うなど、①～③以外の方法で実施する場合は、１件当たり２５，０００円(税抜)

を上限とする。 

①健診当日に実施する。 

②健診日の翌日以降に、事業所等への訪問により実施する。 

③遠隔面談により実施する。 

支払方法は、初回面談終了後に委託料単価の 4/10 を支払い、残る 6/10（内訳

としては３ヶ月以上の継続的な支援が 5/10、実績評価が 1/10）は実績評価終了

後に支払う。 

なお、３ヶ月以上の継続的な支援（※）実施中に脱落等により終了した場合は、
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委託料単価の 5/10 に実施済みのポイント数の割合を乗じた金額を支払う。 

※ 脱落等による終了時の支払いは、３ヶ月未満でも実施済みポイント数の割合

を乗じた金額を支払う。 

 

(3) その他費用 

(1)～(2)の委託料単価には、交通費、通信費、消耗品代、仕様書で定めた報告

書を作成するための経費、システム開発経費、その他事務経費を含むものとする。 

  

９ 報奨金 

前条の費用とは別に、一定の条件を満たす受託機関に対し、報奨金を支払うこ

とができる。なお、報奨金の支払等に必要な事項は、別紙「特定保健指導実績に

応じた報奨金支払いの実施方法等について」に定める。 

 

10 資格確認及び支払い基準 

受託機関が特定保健指導を実施する際には、利用者が協会支部の被保険者である

ことを、被保険者証により確認しなければならない。また、遠隔保健指導の場合は、

協会の被保険者であることの確認と併せて、氏名・生年月日による本人確認をしな

ければならない。ただし、面談に依らない方法で支援を行う場合であって、受託機

関で被保険者証の確認ができない場合は、利用者への資格確認は、確認日時を記載

した事跡を残し、口頭もしくは文書で行うことを可とする。 

なお、支払い基準は、以下のとおりとする。 

(1) 資格確認を行わずに実施した利用者が無資格者であった場合は、受託機関の責

任・負担とし、受託機関からの請求額は支払わないこととする。 

(2) 協会支部から資格喪失の連絡を受けている利用者に対して実施した場合は、受

託機関の責任・負担とし、受託機関からの請求額は支払わないこととする。 

(3) 受託機関において、被保険者証を確認して実施した結果、精巧な偽造であった

等明らかに受託機関に責任がないと判断できる場合は、請求額を受託機関に支払

うこととする。 

(4) 受託機関において、契約書で定められた受託業務の内容と異なる業務・請求を

行った場合は、受託機関の責任・負担とし、受託機関からの請求額は支払わない

こととする。 

(5) 動機付け支援又は動機付け支援相当を実施中に、利用者が参加しなくなった

（実績評価できない）場合は、協会支部は、初回面談までの特定保健指導の実施

実績に応じた費用を受託機関に支払うこととする。 

(6) 積極的支援実施期間中に利用者が被保険者資格を喪失した場合は、受託機関は

資格喪失日前日までに実施した支援に関するデータを協会支部へ送付し、協会支

部は資格喪失日前日までの特定保健指導の実施実績に応じた費用を受託機関に

支払うこととする。 

(7) 積極的支援の実施期間中に利用者が参加しなくなった（脱落が確定した）場合、

協会支部は、その時点までの特定保健指導の実施実績に応じた費用を受託機関に

支払うこととする。 

(8) 初回面談を分割して実施する際、やむを得ず初回面談２回目（以下「初回面談

②」）が実施できなかった場合、受託機関が対象者に初回面談１回目（以下「初回

面談①」）を実施する前に初回面談②を受けるよう説明しており、かつ以下のい

ずれかに該当する場合は、協会支部は「初回未完了」として受託機関に初回面談

分を全額支払うこととする。 
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ア 初回面談②を実施する前に対象者が資格喪失した場合。 

イ 初回面談②を実施するために、電話や文書送付等の方法を用いて、対象者に

２回以上連絡を取ろうと試みたが、連絡が取れなかった場合。 

なお、実施した連絡等の事蹟（連絡方法、連絡日時、結果など）は、特定保

健指導記録データの初回面談①情報に記載すること。 

ウ 初回面談①を実施後、電話等により対象者と連絡が取れたものの、対象者が

初回面談②の実施を拒否した場合。 

この場合であっても当該電話等において、行動計画を完成させる（初回面談

②を終了させる）よう試みること。 

また、その事蹟（連絡方法、連絡日時、結果など）は、特定保健指導記録デ

ータの初回面談①情報に記載すること。 

 

11 記録の作成（保管）及び提出 

特定保健指導記録の結果については、 厚生労働省の定める電子的標準様式に基

づく電子データとして作成し、 作成した電子データを格納したファイルを収録し

た電子媒体（ＣＤ－Ｒ）によって提出する。（再委託している場合は、その分も含め

提出すること。 ）電子媒体には情報保護のため、 パスワード機能を付与する等、

協会支部と取り決めた保護手段を講じること。また、暗号化を施す場合は、複合先

の環境に依存しない方法で行うこと。 

電子データの仕様については、「手引き」及び「全国健康保険協会被保険者特定保

健指導電子データ仕様」に従って作成すること。なお、作成した電子データは、作

成の日の属する年度の翌年度から 5年を経過するまでの期間は保存すること。 

郵送については、「特定記録」等の追跡記録なものを使用すること。 

ただし、やむを得ない理由が存在し、 事前に協会支部の了解を得て行う場合は

この限りでない。 

 

12 請求 

特定保健指導記録及び決済情報については、 次の(1)～（4）の時点の結果を１ヶ

月ごとに取りまとめ、請求書と合わせて協会支部が指定する様式を期日までに提出

すること。 

なお、業務の一部を再委託した場合については、委託元がとりまとめて請求する

こと。 

(1) 初回面談終了時 

(2) 実績評価終了時 

(3) 継続的な支援実施中の脱落等による終了時 

(4) 初回未完了時 

 

13 実施状況の管理、報告 

実施状況の管理、報告については、次のとおりとする。 

(1) 受託機関において、毎月、特定保健指導実施状況を把握し、進捗管理を実施す

る。 

(2) 協会支部が指定する様式（特定保健指導請求内訳書、特定保健指導実施明細報

告書）により請求時に報告を行う。（前述の 12 請求「(3) 継続的な支援実施中の

脱落等による終了時」については報告漏れが起きやすいことから、報告漏れがな

いように留意すること。） 

なお、業務の一部を再委託した場合については、委託元がとりまとめて報告す
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ること。 

(3) 特定保健指導に用いた詳細な質問票、アセスメント、具体的な指導内容、フォ

ローの状況等は、「17 個人情報」に従い適切に保存しておくこと。 

(4) 申請内容や実施体制等に疑義が生じた場合には、対象事項について協会支部が

必要な調査を行う。 

 

14 調査 

受託要件等の調査について、次のとおりとする。 

(1) 受託機関は、受託要件等が保持されているか原則、５年に１回協会支部による

実地調査等を受けること。ただし、初めて本要領に定める業務を受託する機関に

ついては、契約前または当初契約期間中に実地調査等を受けること。 

(2) 契約の更新（「７ 期間」の自動更新の場合を含む）の際は、受託機関は「２ 

受託要件」を満たしているかどうか証明する書類を協会支部へ提出すること。ま

た、契約満了までに前回報告した内容に変更が生じた場合も同様とする。 

 

15 監査 

受託要件等の監査が必要な場合については、次のとおりとする。 

(1) 受託機関は、受託業務の実施状況について、協会支部又は協会支部から監査の

委託を受けた外部専門家による監査の実施に協力要請があった場合は、これに協

力するものとする。 

(2) 前項の場合において、監査により受託機関の特定保健指導実施施設に立ち入る

際は、事前に書面による通知を行うこととし、原則として受託機関は立ち会うも

のとする。その他の監査の実施に関する必要な事項は、協会支部と受託機関の協

議の上決定するものとする。 

 

16 事故対応 

(1) 受託機関は、受託機関及びその再委託先にて、特定保健指導委託業務の実施

により事故及び損害が生じた際は、その責任及び負担において処理解決にあたる

こととする。ただし、協会支部の責めに帰すべき事由によるときは、この限りで

ない。 

 

(2) 受託機関及び協会支部は、以下のとおり対応を行う。なお、受託機関は、協会

支部から対応を求められた場合には、信義誠実に行うこととする。 

①事象把握及び初動対応 

受託機関は、協会支部に経過、原因、影響範囲等の報告を直ちに行い、関係者

への対応（加入者、事業主等への説明、謝罪）、原因調査（発生原因の深堀り）、

事象解消の検討・実施（業務手順見直し、不具合解消、システム改修等）の対応

方針及び暫定対策について、協会支部と協議のうえ、決定する。 

 

②再発防止策の実施 

受託機関は、対策の具体性、対策の有効性、更なる対策の必要性を考慮し、再

発防止策を策定し、実施する。 

 

③顛末書の提出 

受託機関は、当該事案発生の経緯、原因、対応、再発防止策等について具体的

に記載のうえ、協会支部に顛末書を提出する。 
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(3) 受託機関及び協会支部は、加入者の健康・生命に関わる重大な誤りに繋がる

恐れがあるもの（要精密検査や要治療に関する通知誤り等）や要配慮個人情報の

漏洩等の重大事案については、加入者保護の観点から、より厳正かつ確実な対応

を行う。 

① 再発防止策が取られるまでの対応 

受託機関において、安全確保の対策が取られ、協会支部が確実に業務再開可能

であると判断できるまでの間は、当該業務の一部を停止することがある。業務の

一部停止については、事案判明後、協会支部は速やかに実地調査を行い、原因や

影響範囲等を確認したうえで、過去の対応状況等を参考に、協会支部において停

止する業務の範囲について、判断を行う。 

なお、当該業務の一部停止により、加入者サービスの大幅な低下に繋がる恐れ

がある場合は、必要な対応を取ったうえで必要最小限の範囲で業務を継続させる

ことができる。 

② 実地調査の実施 

協会支部は、受託機関による重大事案については、特に迅速かつ確実な対応が

求められるため、以下のとおり実地調査を実施する。 

 

<1>暫定対策（業務の一部停止等を含む） 

協会支部は、事案判明後、速やかに実地調査を実施し、関係者への対応、原因調

査、事象解消の検討・実施等の対応方針及び業務の暫定対策について、受託機関と

協議のうえ決定する。また、業務停止の範囲について、当該実地調査の状況を踏ま

え判断する。 

 

<2>事象解消及び再発防止策の検証 

協会支部は、受託機関において必要な対応が取られ、その対応が確実に実行され

ているかについて、再度、実地調査を実施し確認を行った上で、業務を再開させる

ことができる。 

<3>再発防止策の点検（中間検査） 

協会支部は、委託業者等において、当該事案発生を契機として策定した再発防止

策について、継続的かつ確実に実行されているか確認するため、業務の一部停止解

除後、実地調査を行う。 

③ 公表 

協会支部は、重大事案により業務を一部停止し、加入者サービスに影響を与える

場合は、業務の一部を停止している旨を、協会支部のホームページ等に公表するこ

とができる。 

 

 

 

17 個人情報 

個人情報については、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年第 57 号）等関

係法令のほか、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」等の遵守を徹底すること。また、事業所に訪問して特定保健指導を実

施する場合は、特定保健指導の対象者であること等の要配慮個人情報について、事

業所と協会が共同利用しており、かつ対象者に対して当該取扱いを十分に周知して

いる必要があることに留意すること。 

その他、業務の一部を外部委託して実施する場合には、施設内にその旨を表示し
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周知を図ること。 

 

18 その他 

本要領に定めのない事項については、その都度協会支部と協議のうえ決定するこ

と。 
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（別紙）特定保健指導実績に対する報奨金支払の実施方法等について 

 

 

１ 条件 

(1) 対象の実施機関 

特定保健指導業務を受託する年度において、生活習慣病予防健診業務の受託又

は事業者健診データの提供に係る契約を締結する実施機関であって、生活習慣病

予防健診受診者数及び事業者健診データ取得件数（協会に加入している 40 歳以

上 75 歳未満の被保険者に限る）の合計が 1,000 人以上の特定保健指導実施機関

を対象とする。 

 (2) 支払条件及び支払額の算定 

① 当年度の特定保健指導終了者が前年度実績を超過した場合に、超過した特定

保健指導終了者数に報奨金単価を乗じた額、または特定保健指導終了者数に報

奨金単価の１/３を乗じた額のいずれか高い方を支払うこととする。 

② 新規契約機関または前年度の特定保健指導終了者数が 60 人以下の実施機関

については、①の算定方法ではなく、当年度の特定保健指導終了者数が 60 人

を超過した場合に、超過した特定保健指導終了者数に報奨金単価を乗じた額を

支払うこととする。 

  

２ 報奨金単価  

報奨金の単価は、９００円（税抜）を上限とする。 

 

３ 契約 

報奨金は、契約に基づき支払うものとし、支払条件等の必要な事項は、特定保健

指導業務委託契約において規定することとする。 

 

４ 決済 

(1) 支部は、契約年度の最終月において、実施機関の当年度の生活習慣病予防健診

受診者数及び事業者健診データ取得件数、特定保健指導終了者数及び前年度の特

定保健指導終了者数を集計し、集計結果について、実施機関に確認を依頼する。 

(2) 当年度実績等について、支部及び実施機関の双方で確認し、報奨金支払の対象

となる場合には、実施機関より、確認した実績に基づく報奨金の請求を受領する。 

(3) 支部は、受領した請求に基づき、支払を行う。 

 


